
 

 

情報通信審議会  電気通信事業政策部会 

電話網移行円滑化委員会（第３８回）議事録 

 

１．日時 令和２年７月３日（金） 10：00～11：00 

２．場所 WEB会議による開催 

３．出席者  

① 電話網移行円滑化委員会構成員 

山内 弘隆 主査、相田 仁 主査代理、岡田 羊祐 委員、石井 夏生利 委員、内田 真

人 委員、大谷 和子 委員、北 俊一 委員、酒井 善則 委員、関口 博正 委員、長田 

三紀 委員、三尾 美枝子 委員、三友 仁志 委員（以上、12 名） 

② 総務省 

谷脇 総合通信基盤局長、竹村 電気通信事業部長、今川 総合通信基盤局総務課長、山碕 

事業政策課長、佐伯 事業政策課調査官、長谷川 事業政策課課長補佐、大村 料金サービ

ス課長、中村 料金サービス課企画官、廣瀬 番号企画室長、梅村 消費者行政第一課長 

 

４．議題 

（１）固定電話網のIP網への移行に向けた取組状況について 

（２）その他
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○山内主査  本日は、お忙しいところ、御参加いただきまして、ありがとうございます。定刻

でございますので、ただいまから「情報通信審議会電気通信事業政策部会電話網移行円滑化委

員会（第３８回）」を開催いたします。 

 本日の会議につきましては、御承知のように、新型コロナウイルス感染症対策のためにＷＥ

Ｂ会議による開催とさせていただきました。 

  また、一般傍聴につきましても、ＷＥＢ会議システムによる音声のみで傍聴とさせていただ

いておるところでございます。 

  まず、事務局からＷＥＢ会議システム・配付資料の関係で留意事項等の御説明をお願いした

いと思います。よろしくお願いいたします。 

○長谷川事業政策課課長補佐  事務局です。本日は、御発言に当たっては、お名前を冒頭に言

及いただきますよう、お願いいたします。 

  また、ハウリングや混入防止のため、発言時以外はマイクをミュートにしていただきますよ

う、お願いいたします。 

  チャット機能もございますので、音声がつながらなくなった場合など、必要があればそちら

も御活用いただければと思います。 

  ＷＥＢ会議への接続が切れた場合などは、大変お手数ですが、事前に事務局よりお送りした

ＵＲＬに再度ログインしていただきますようお願いいたします。 

  次に配付資料の確認をいたします。議事次第に記載のとおり、本日の資料は、資料３８－１

から３８－３までの３点となっております。一部委員の主要現職が変更となっておりますの

で、資料３８－３として一覧を配付させていただきました。 

  なお、資料には構成員限りとしている情報が含まれておりますので、当該資料に関する御発

言の際は御配慮いただきますようよろしくお願いいたします。 

  以上、よろしくお願いいたします。 

○山内主査  ありがとうございます。 

  それでは、議事に入りたいと思います。本日の議題でありますが、「固定電話網のＩＰ網へ

の移行に向けた取組状況について」と、こういうふうになっております。平成２９年の９月に

取りまとめた答申がございますが、これに基づいて、この取組がどうなっているかと、これを

フォローアップするというのが目的でございます。 

  本日の進め方ですけれども、まずはＮＴＴから資料３８－１に基づきまして「固定電話のＩ
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Ｐ網への移行に向けた取組状況について」御説明いただきたいと思います。これについて皆さ

んで御議論するということでございます。その後、総務省のほうから追加的な御説明をお願い

します。 

  それでは、ＮＴＴから「固定電話網のＩＰ網への移行に向けた制度整備について」御説明を

お願いしたいと思います。どうぞよろしくお願いいたします。 

○ＮＴＴ東日本（徳山）  ＮＴＴ東日本の徳山です。それでは、資料３８－１に従いまして御

説明を差し上げたいと思います。 

  まず１ページをおめくりいただきまして、目次です。今日は、お客様に関する状況、緊急通

報に関する状況、事業者間でどのような協議を行っているかという状況について御説明をし

たいと思います。 

  右下２ページ目です。これまでの経緯です。先ほど山内先生からもございましたが、２０１

０年の概括的展望から始まって、昨年の第３７回電話網移行円滑化委員会で１８年の状況に

ついて御説明を申し上げました。今年は、２０１９年にどういうことをやってきたかというこ

とについて御説明を申し上げます。 

  右下３ページ目です。今年はこの赤枠で囲った２０１９年の内容について御説明しますが、

この矢印を見ていただくとおり、粛々と進めるフェーズというところかと思います。 

  右下４ページ目です。今日お話しするところは、まず終了サービス、ＩＮＳネットのディジ

タル通信モード、それから、ＩＮＳネットのディジタル通信モード以外の特定の利用が想定さ

れるサービス、それから、左記以外。継続サービスでは、基本的な音声サービスのいわゆる消

費者被害に対するアプローチ、それから、緊急通報の取組というところです。 

  では、最初にお客様対応の状況です。右下７ページ目です。まずＩＮＳネット、ディジタル

通信モードです。ディジタル通信モードについては、昨年度もお話し申し上げましたが、１１

の利用用途があります。下の表に書いてありますクレジットカード端末からビル管理・エレベ

ーター監視までです。 

  まずクレジットカード端末や、ＰＯＳについてですが、今の状況としては、割賦法の改正が

ありまして、スキミング防止対策として、ＩＣ対応端末へ移行しましょうということが決まっ

ています。そのため、ここの業界では、２０２０年を目途にゼロ化の見込みです。 

  ２つ目、レセプトオンラインです。レセプトオンラインでは、マイナンバーカードで患者様

の情報をオンラインで確認をする。こういう仕組みを厚労省から推奨されていますので、専用

端末の更改が加速していく、２０２１年から開始していくということです。そのため、こうい
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うことに向けた加盟企業様へ向けたお知らせ、説明会について、業界団体様とお話をしていま

す。 

  続きまして、電子バンキングです。２０１７年に全国銀行協会様の標準通信プロトコルがＩ

Ｐに制定されています。２０１７年１１月に全国銀行協会様から、このプロトコルを推奨して

います、いわゆるＰＳＴＮ側のものはサポートを終了するということを含めて発表がされて

います。そのため、今、会員銀行様とどういうふうに移行していくかということを全国銀行協

会様と協議をしています。 

  続きまして、電子商取引です。電子商取引は、ＥＤＩシステムベンダ様が直接にエンドユー

ザ様のＥＤＩシステムの切り替えの促進を図っていくので、それをサポートしていくという

ことです。 

  警備については、光の提供エリア、未提供エリアの扱いや、配管がない光の配線困難なとこ

ろ、それから、停電に対してどういう対応をしていくかということを全国警備業協会様と協議

をしています。 

  次に、ラジオです。ラジオについても、光の未提供エリアだとか、臨時利用における開通期

間の短縮などに関して、日本民間放送連盟様と協議をしているところです。 

  下の４つはどちらかというと直接的に弊社がお客様に対応するところです。銀行ＡＴＭは

具体的に進めており、地銀様、信金様、ＪＡグループ様、こういうところの移行を促進してい

ます。 

  大手は、やはりたくさんの数があるので移行が終わっているというのはあまりありません

が、移行に向けて着実に計画が進んでいます。 

  下の３つですが、弊社から、リレーションのある２２万社へ訪問しています。その中で利用

用途の把握や、移行提案を実施しているということです。 

  ８ページ目です。先ほど１１の利用用途と申し上げましたが、１９年度において、電話や訪

問をさせていただいた際に、新しい利用用途というのがあるのだろうかということで聞いて

みましたが、基本的に１１の利用用途以外で新たな用途というのは確認されていませんので、

先ほどの１１の利用用途について着実に進めていくということかと思います。 

  続きまして、９ページ目です。この下の図で言うと、真ん中の青の網掛けのところ、約２２

万のお客様は、先ほどの下４つと言っていたところ、銀行ＡＴＭや、企業内ＷＡＮの利用用途

に対して提案活動等を行っているというところです。 

  一方、残りのところ、個人のお客様、１５万の法人のお客様、緑の網掛けのところですが、
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こちらについては、業界団体様とそのエンドユーザ様の関係が非常に強いところですので、業

界関連企業と連携して切り替えを促進していくということを今やっています。 

  右下１０ページ目です。今、ＩＮＳネットを利用されているお客様にこのようなものを送っ

て、それぞれの用途に合わせてこういう使い方をされていませんかという確認の活動もして

います。 

  右下１１ページ目、１２ページ目は、ディジタル通信モードの補完策が各端末でしっかり動

作するのかというところについて、検証環境を御用意させていただいています。もう大分経ち

ますので、結論から言いますと、大体の端末が検証されており、問題が起きるということには

なっていないということです。 

  次に変わりまして、終了サービスのうち、ディジタル通信モード以外の部分です。１４ペー

ジ目の青く網かけをしているところです。ビル電話、支店代行電話等々は、特定の用途がはっ

きりしていて、その法人様にダイレクトにアプローチしていくというもの。それから、下の方

は、比較的たくさんのお客様に広く使っていただいているものですので、それぞれ対策をして

いくものです。 

  右下１５ページ目です。先ほどの青く網かけしたところと申し上げた５サービス。まずダイ

レクトメールでサービス終了をお知らせしました。それから、個別訪問を行っているところで

す。「主なお客様」のところですが、ビル電話にしましても、支店代行電話にしましても、幾

つかのお客様によって大体の回線を保有している。例えばビル電話であれば、２１６グループ

あるうちの４０グループで全体の８０％の回線を持っていらっしゃるので、こうした４０グ

ループのところを御訪問して、いろいろな利用実態を確認して、代替策の御提案をしていると

いうところです。 

  右に移行済のお客様のことが書いてありますが、なかなか大きいシステムもありますので、

先ほどご説明した銀行のＡＴＭのように、計画的にどういうふうに移行していくかというこ

とを御相談してやっているところです。 

  右下１６ページ目です。先ほどの５サービス以外のところですが、こちらは、まずはダイレ

クトメールでお知らせをしております。その上で個別の対応ということを今後していくとい

うことです。まずはシステムが重そうなサービスとか、ディジタル通信モードを集中的に活動

しているというところです。 

  続きまして、１７ページ以降、継続サービスについてです。継続サービスについては、何が

一番問題かといいますと、消費者被害防止ということです。それに対する取組を御説明申し上
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げます。 

  １８ページ目の下のところに、１７年、１８年、１９年と経年で取り組みを記載してござい

ますが、今年は請求書同封や団体様の機関誌に載せさせていただいたというところに加えて、

自治体の広報誌や、消費者団体のホームページへのお知らせを掲載させていただいています。 

  １９ページ目です。お客様からの声の状況です。専用コールセンターに入電している状況で

すが、５万７,０００件ぐらいの母数に対して、販売勧誘に関する状況としては、１,８８１件

あるうちの「アナログが使えなくなるためディジタルに変更する工事が必要」というような悪

質な販売勧誘が３８５件、全体に占める割合が０.７％ということです。これをどう評価する

かというのはありますが、去年とパーセントでいうと若干下がっているかと思いますので、こ

こをしっかりと説明をしていく、こういう活動を引き続きしていくということです。 

  ２０ページ目は請求書に同封しているチラシです。これはＩＮＳネット、加入電話を御契約

の全てのお客様、１,４００万人のお客様にお送りしています。 

  ２１ページ目は、国民生活センター様のホームページに載せているもの、それから、１つの

例ですが、自治体広報誌として呉市様にこういう形で掲載をさせていただいています。 

  続きまして、２２ページ目です。昨年度もやっていますが、消費生活センター様に弊社の担

当が、昨年と一昨年、合わせて１６６センターにお伺いして、いろいろと声を伺いました。 

  それから、長田先生のお力をお借りしまして、地域婦人団体連合様の機関誌にこのような報

告を載せさせていただいているということです。 

  次に、緊急通報に関する状況、右下２４ページ目です。緊急通報を確実につなぐための実現

方法ということで、以前から御議論いただきまして、こうした形にしました。 

  ①は、光ＩＰ指令台に関するところです。コールバック回線につながりやすくなる５機能と

いうことで、５機能は一番下のところに米印で書いてあります。 

  一方、いわゆる高度化指令台という今の指令台をそのまま使うときの、ＰＳＴＮで行ってい

た回線保留の代替策ということで、今回はこれに、自動呼び返し機能をメタルＩＰ発・高度化

指令台着呼に限って提案をするということになっています。こちらは各緊急通報機関のほう

には御理解をいただいているということです。 

  右下２５ページ目です。光ＩＰ受理回線導入に向けた対応です。今年、２０２０年の２月か

ら光ＩＰ受理回線の提供を開始しています。順次やっており、この６月までで消防本部におい

て、１０本部が導入をされています。その際に、切り替えや運用ですとか、それらに問題が起

きていることはありません。この後、２４年の１月まで１２０本部が切り替え予定ということ
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で、その後も引き続き導入をされていくことになっています。 

  右下２６ページ目は、その際のどう対応をしていったかというスケジュールの御説明です。

とにかく消防本部様に何回も御訪問して、ヒアリングをしながら、円滑に移行ができるように

していったということです。 

  右下２７ページ目です。ＩＰ網移行後の回線保留の代替方法については、二次答申において、

ＩＰ移行後に自動呼び返し機能を実装するには多大なコストが必要になるとのことから、コ

ールバックで御対応いただくと整理していました。今回はその部分を少し変更しています。 

  ２８ページ目です。本部の方といろいろとお話をさせていただいている中で、いわゆる高度

化指令台へコールバック回線を収容するための改修費用の負担は困難という御意見をいただ

いています。これまでずっとＩＰ網移行後のメタルＩＰ電話の仕様を検討してまいりました

が、その詳細が明らかになったことによって、メタルＩＰ電話から高度化指令台着に関しては、

低コストで自動呼び返し機能の具備が可能となりました。 

  下の表に、先ほどの前のページの矢印でいう（Ｂ）というところが、以前の御説明ですと「コ

ールバック」、変更後は「自動呼び返し」となっております。 

  ２９ページ目は、自動呼び返しを実現するときの、当初想定していたものと今回の自動呼び

返しによりできるようになった違いの図です。実際に詳細検討した結果、こちらのほうが低コ

ストにできますし、各緊急通報機関もやりやすいということだと思います。 

  ３０ページ目以降は、事業者間での対応状況です。まず、３１ページ目です。事業者間では、

意識合わせの場という親会にあたる会合を７回開催しています。それ以外にテーマ別検討会

も開催しており、例えば、共用Ｌ２スイッチや番号案内、双方向番号ポータビリティといった

各テーマに合わせた検討をこれだけの回数重ねています。 

  ３２ページ目です。まず移行方法ですが、ＩＰ相互接続が２０２１年の１月から始まります。

当初のスケジュールどおり、技術的な条件や必要となる手続について弊社から事業者様に提

示して手続を開始しており、今までのところ、当社装置のインターフェース等の開示もいろい

ろとしています。問題は生じていないと考えておりますが、追加要望があれば個別に対応して

いく考えです。 

  ３３ページ目は、スケジュールの全体像です。 

  ３４ページ目は、委員限りの資料ですが、事業者様ごとの移行のスケジュールです。これは

確定の情報ではありません。現在、弊社でヒアリングをさせていただいているものを取りまと

めたものですので、お話をしながら、今後、確定をしていくということです。 
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  ３６ページ目は、先ほど開示している当社装置のインターフェース仕様です。 

  次に３７ページ目です。現在、接続政策委員会等でもこの手の話題がありますが、移行期、

移行後の費用負担の考え方ということで、基本的には意識合わせの場においては、当事者間の

協議ということをベースにしながら、全事業者でセーフティーネットとなる費用負担の考え

方について議論をしているところです。 

  続きまして３８ページ目です。共用Ｌ２スイッチについては、実際に資産を持たれる事業者

様と今年の４月、構築、実機検証に関わる契約を締結しています。これに基づき、来年の１２

月末までに構築を完了させるということです。 

  また、番号ポータビリティにつきましては、具体的な技術の仕様、システムの仕様、運用方

法について、専門的に詳細検討を行って、実現に向けた枠組みについても議論を行っていると

ころです。 

  ３９ページ目です。 

  マイラインは、左下のとおりですが、各事業者様とお話をしまして、案１、案２と弊社から

２案を提示しており、この結果、事業者様とは、ほぼ案１の形で行こうかというお話をしてい

るところです。 

  右側につきましては、固定発・携帯着の料金設定について、御議論いただいていたところで

すが、コストミニマムかつお客様の混乱を極小化するために、２０２４年の移行期を前提とし

ながら、各事業者様と２０２１年までに料金設定の扱いについて合意ができるようなスケジ

ュール感で議論を進めることになっています。 

  ４０ページ目は、今のメタルＩＰ電話の提供条件でございますので、御参考にしてください。 

  最後に４１ページ目です。今後の検討スケジュールです。事業者間でも、この下の表に書い

てありますように、各項目を密にいろいろと何回も改修を重ねて、協議を進めて、確実な円滑

な移行を進めていこうと考えています。 

  私からの御説明は以上です。 

○山内主査  どうもありがとうございました。それでは、今、ＮＴＴ様のほうから御説明いた

だきました。これについて、委員の皆様から御意見、御質問等をお願いしたいと思いますが、

先ほど委員限りの資料がございましたので、御発言の際には留意をしていただくということ

とＷＥＢ上の会議ですので、私のほうからどなたかと指名するのがなかなか難しいというこ

とでありまして、委員の皆さんから御自由に御発言いただくということにしたいと思います。

その際に、御発言の最初にお名前をお願いするということにしたいと思います。それでは、以
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降、そういう形で進めたいと思いますので、どうぞ御発言御希望の方、御発言願えればと思い

ます。よろしくお願いいたします。 

○酒井委員  私も昨年の会議に出られなかったので、大分外れているのですが、取組は相当進

んでいると思いますし、随分大変なことやっておられると思います。そこで、たしかＩＮＳの

中で、みなしＩＮＳという補完策というのがあったと思うのですけれども、利用希望者は結構

多いのでしょうか。ちょっとそれをお聞きしたいと思いまして、ある程度限定的なサービスの

ような気もするのですが、やはり結構、利用者が多いのか、だんだんなくなる方向なのか、そ

の辺を教えていただければと思います。 

○山内主査  ありがとうございます。先ほど言い忘れましたけれども、会議の進行、それから

ＷＥＢ上の会議ですので、皆さんに御発言をいただいた後で最後に、あるいは適宜、適当な時

期を区切って、事務局ないしはＮＴＴ様から御回答といいますか、コメントをいただくという

ことにしたいと思います。よろしくお願いします。次に北さんから御発言の御希望ありますの

で、どうぞ御発言ください。 

○北委員  野村総研の北でございます。まずコロナ禍にもかかわらず、オンスケジュールでし

っかり移行に向けて進めていただいているＮＴＴ東西さんを初め、関係者の皆様の御努力に

深く感謝申し上げます。また、現時点で悪質な販売勧誘は、少しありましたが、被害が確認さ

れていないということで安心いたしました。引き続き関連団体さんと連携して消費者への幅

広な注意喚起をお願いしたいと思います。 

  １点だけ質問でございます。ＥＤＩについてです。御説明いただきましたように、本年度、

ＥＤＩシステムベンダさんと連携してお客様の切り替えを促進していくということですが、

ＩＮＳを利用している企業さんの中でも、ＥＤＩで利用しているお客さんには中小企業が非

常に多く、２０２４年中に全ての導入企業さんの切り替えが完了できるのか。業界ではＥＤＩ

２０２４年問題と呼ばれております。 

  こういう視点で見ますと、ＥＤＩに限らず、ほかの１０の利用用途についても、２０２４年

になるとＩＴベンダさん側の人手が足りないということも想定されます。この点、お聞きした

いのですが、業界団体さん、あるいはＩＴベンダさんとの認識や問題意識はあっていますか。

あるいは、その点は無用な心配です、御心配なくということなのかどうかという質問でござい

ます。 

○山内主査  ありがとうございます。ほかに御質問やあるいは御発言、いらっしゃいますか。 

  それでは、とりあえず今お二方から、酒井委員と北委員から御質問出ましたので、これにＮ
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ＴＴから御回答いただければと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○ＮＴＴ東日本（徳山）  ＮＴＴ東日本の徳山です。まず酒井先生からいただいた補完策の移

行割合についてです。弊社の資料の７ページに、１１団体とありますが、クレジットカードと

かレセプトオンライン、電子バンキング、ＥＤＩは、どちらかというと、法制度化や、推奨と

いうことがありますので、極力補完策に頼らず移行が進められないかという方向で動いてい

ると考えています。 

  あとは、警備業界では、エンドのお客様が多くいらっしゃいますので、移行切り替えに間に

合わないというエンドのお客様がいらっしゃる場合には、多数の補完策を御利用されるので

はないかと思います。酒井先生、よろしいでしょうか。 

○酒井委員  了解しました。 

○ＮＴＴ東日本（徳山）  北先生の御質問についてです。ＥＤＩの話は、北先生のおっしゃる

とおりで、非常に中小企業は数も多いですし、２０２４年問題は楽観視できないとは思います

が、ディジタル通信モードがいわゆる呼ごとのサービス、利用ごとのサービスですので、我々

もどういうふうに把握をするのかが難しいところです。そのため、逆に言うと、特定の利用の

団体様のお力を借りないとできないと思っています。そういった意味では、ＥＤＩの業界にお

いてはベンダ様のお力を借りるということが中心にはなろうかと思います。それに向けて、

我々ができるサポートをしっかりとやっていくということかと思います。正直言って、ベンダ

様の稼働がどうなのかということについて、定性的な申し上げでしかないのですが、それに向

けて弊社の稼働も含めて御協力をしていくという段階です。 

  北先生、いかがでしょうか。 

○北委員  正直にお答えいただいてありがとうございます。ＮＴＴ東西さんに、そこもすべて

お任せするのではなくて、国としても、国全体のディジタル化の話にもつながりますので、何

かできることがないか、一緒に考えていきたいと思います。 

○ＮＴＴ東日本（徳山）  よろしくお願いいたします。 

○北委員  はい。 

○山内主査  次は、関口委員と石井委員から発言希望出ております。まず関口委員からどうぞ。 

○関口委員  関口でございます。御説明どうもありがとうございました。確認の意味で、４ペ

ージの継続サービスについて質問をさせてください。継続サービスの中には、基本的な音声サ

ービスとして、硬貨収納等信号送出機能も入っております。ＩＰ－ＬＲＩＣの構築上、これを

ＩＰ上の機能が使えるような改修費用の見積もりまでは出ていたと記憶しておりますが、そ



－10－ 

の実装は、とりあえず、あくまでも仮定の話で、実態としてはこのピンク電話等については従

来のＰＳＴＮサービスをそのまま維持するというふうに考えてよろしいでしょうか。 

○山内主査  石井委員、どうぞ。 

○石井委員  ありがとうございます。ＩＰ網への移行が円滑に進んでいるようにお話を伺っ

ておりまして、大変よかったなと思います。念のための確認として、今、取組を進めていただ

いている中で、影響を受ける事業者や事業者団体で聞いていなかったよというところが出て

こないですね、ということを確認しておきたいと思います。質問としては以上です。 

○山内主査  ありがとうございます。それじゃ、ＮＴＴからお願いいたします。 

○ＮＴＴ東日本（徳山）  関口先生の硬貨収納等信号送出機能については、ＩＰ－ＬＲＩＣの

関係ですか。 

○関口委員  新たにＩＰ－ＬＲＩＣで機能を組み込むかどうかについての議論は何回かして

いるはずですが、これはあくまでもモデル上の話だけで、実装はしないということを前提にし

てサービスは継続するというふうに理解してよろしいですねという確認になります。 

○ＮＴＴ東日本（徳山）  結構でございます。 

○関口委員  はい。 

○ＮＴＴ東日本（徳山）  石井先生からいただいた、事業者様だとか団体様で聞いていないと

いうことがないかという御質問ですが、まず事業者様については、意識合わせの場は、ＰＳＴ

Ｎにつながっている全事業者様は必ず御参加いただくということになっています。団体様は、

例えばディジタル通信モードでは、絶対ではないかもしれませんが、１１の用途を確認した上

で、８ページにありますとおり、ほかに用途があるかというところを確認して今のところ出て

いないということなので、今のところそういったケースはないと考えていますが、今後出てき

たら速やかに対応するということです。石井先生、よろしいでしょうか。 

○石井委員  ありがとうございます。漏れのないようにしていただければと思います。 

○ＮＴＴ東日本（徳山）  はい、承知しました。 

○山内主査  ありがとうございます。続いて、三友委員、相田委員から上がっておりますので、

三友委員、どうぞ。 

○三友委員  まず最初に、こういう状況の中で、鋭意進めていただいておりまして、まずその

ことについて感謝を申し上げたいと思います。 

  私からの質問、確認といいますか、半分質問、半分確認ですけれども、資料の４０ページに

料金提供条件というのがございます。こちらについては、第２８回の資料の中にあったという
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ことですけれども、昨今の通信の状況を見ると、大きなトレンドはやはり定額制のほうに向か

っていると思います。この条件を見る限りにおいては、距離には依存しないけれども、時間に

は依存する単価設定になっているわけで、単価があるというのは、我々分析する側からすると、

しやすくて非常にいいのですが、しかし、通信の世界のトレンドからすると、定額制への移行

というのが大きなトレンドとしてあって、このメタルＩＰ電話の他の競争相手となるような

通信手段との競争ということを考えたときにアドバンテージがとれるのかどうかというのが

若干心配に感じるわけであります。この単価設定については、ＮＴＴさんだけではなくて、総

務省さんも非常に関係があるところではございますけれども、例えばこの中で、こういう単価

設定とともに、例えば定額制のようなものを導入するような、そういうお考えというのはある

のか、ないのかというのをちょっとお聞きしたいのが私からの質問でございます。 

○山内主査  次に、相田先生、どうぞ御発言ください。 

○相田主査代理  ２点ほどございまして、１点は、先ほどの関口先生の御質問の延長というこ

とになるわけですけれども、４ページに上がっているのはピンク電話向けですけれども、これ

以外に公衆電話ということもあって、そうすると、公衆電話、ピンク電話というのは今後とも

アナログ回線にずっと収容され続けるということになるのでしょうかというのが１点確認で

す。 

  それから、もう１点は、念のためですけれども、被害が確認されていないという記述がござ

いまして、それは大変望ましいことではありますけれども、言わずもがなでございますが、コ

ールセンターに問い合わせをしてくる人というのはごく氷山の一角だということで、実際に

はそのまま引っかかっている人がかなりいるのではないかということも、可能性もあるとい

うことで、ぜひ今後ともそういう悪徳商法等々への対応というのは手を抜かず続けていただ

ければと思います。以上です。 

○山内主査  それでは、大谷委員、どうぞ御発言ください。 

○大谷委員  ありがとうございます。日本総研の大谷でございます。ＮＴＴ様の御説明をお伺

いしまして、特に２８ページのところで、高度化指令台のもともとコールバックで整理されて

いたところを、検討を見直していただいて、自動呼び返しが可能となるような仕組みを改めて

御検討いただいたというような柔軟な姿勢を示していただいているということに非常に感銘

を受けております。今後とも、今順調に進んでいるように見えて、やはり利用者の方に対する

影響などが見えたときには、こういった柔軟な対応ができるように引き続き御対応いただけ

ればと思っております。 
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  そこで簡単な質問を、３つほどさせていただければと思います。 

  まず１点目ですが、８ページのところに書いていただいている比率について、これはユーザ

数を単純に示しているものなのか、確認させていただければと思います。ユーザ数ということ

であれば、どこに対応する必要があるのかということがより分かりやすくなったものと思い

ますので、特に、パーセンテージの少ないところ、別に少ない対応でいいということではない

ですけれども、対応の見通しが立てやすくなったということで、大変よろしいことだと思って

おります。 

  ２つ目の質問ですが、１０ページのところにダイレクトメールを、３６万社に発出されたと

いうことを述べられていますが、これは今後とも繰り返しこの手のダイレクトメール、特に移

行が近づいてきてからが必要だと思いますけれども、それを出される御予定があるのかどう

か、お伺いしたいと思います。 

  また、ダイレクトメールの関係では、２０ページのところにも示していただいておりまして、

こちらは非常にたくさんの１,４００万通に出していただいている請求書同封チラシというこ

とですけれども、請求書、紙で受け取られない方もちょっと増えてくることもありまして、で

きるだけ早めにこういったＤＭの繰り返し発送をお願いできればなと思っております。これ

も今後の発送の御予定などについて教えていただければと思っております。 

  また、このページの単純な感想ですけれども、これは西日本様の請求書へのお知らせですね。

これは封筒の裏面だと思いますが、たくさんのメッセージがありまして、おまとめ請求の御利

用の御案内のほうがちょっと若干目立ち過ぎのような気がしておりまして、特に固定電話を

利用される方の切り替えに関するメッセージというのはさらに目立ったほうがいい時期が来

るかと思いますので、そのときにはより目立つ表示をお願いできればと思います。 

  ちょっと質問と意見が混在したような形になりましたが、以上です。 

○山内主査  ありがとうございます。ここで一旦切らせていただいて、徳山さん、お願いいた

します。 

○ＮＴＴ東日本（徳山）  それでは、御回答させていただきます。まず三友先生からいただき

ました定額制の話です。８.５円という設定については、かねてよりマイグレーションでは、

今のお客様に御迷惑をおかけしないという考えですので、基本的な水準を変えないという方

向でこういう設定をしております。 

  それと別として、当然のことながら、音声サービスの利用が大分減ってきていますが、市場

感だとか、お使いしやすい料金というのはどういうものだろうかというプライシングの部分
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で定額制をどうしていくか。今の段階では、定額制を導入することを検討しているということ

はありませんが、今後状況が変わってくるとそういうことも視野に入れるということはある

と思います。 

  三友先生、いかがでしょう。 

○三友委員  ありがとうございます。おっしゃるとおりだと思いますが、せっかくかなりの費

用をかけて改修されているわけでありまして、これまでのアナログの、あるいは音声通話のト

レンドをそのまま引きずるような形からもう一歩前向きに料金のほうでも考えていただくと

いうのは今後あってもいいのではないのかなというふうには思います。今の御説明につきま

してはそのとおりだと思います。ありがとうございます。 

○ＮＴＴ東日本（徳山）  続きまして、相田先生からいただいた御質問です。まず、公衆電話

や硬貨収納についてですが、アナログ回線収容ですというのが１つ目の回答です。 

  それから、２つ目の御質問、被害の確認がされていないという記述についてです。おっしゃ

るとおりだと思います。氷山の一角ということだと思いますので、まだ取りかかったばかりで

すが、先ほどご説明しました自治体様だとか、いろんなコミュニティがどういうふうに使える

のかだとか、どういうところに被害が及びやすいのか、例えば御年配の方の世帯が多いのかと

いったことも考えながら、できる限り多くの方にちゃんと伝わるよう、被害が起きないようと

いう対策を行っていきます。身を引き締めて、被害が確認されていないからいいということで

はなく、さらに取り組んでいきたいと思っております。 

  相田先生、いかがでしょうか。 

○相田主査代理  少し前で言うならば、東日本大震災によるかさ上げ、それから、最近ですと

台風等の激甚災害、あるいは、タワーマンション林立、やっぱり新たな収容をしなきゃいけな

いというときに、ユニバーサルサービスで求められている第一種公衆電話を置かなきゃいけ

ないがためにメタルを引くというようなことは非常にもったいないことだと思いますので、

ぜひ早くＩＰ公衆電話というのを開発いただけるといいなと思います。以上でございます。 

○ＮＴＴ東日本（徳山）  ありがとうございます。次は、大谷先生の御質問についてです。ま

ず８ページについてはユーザ数ですので、この割合でお客様がいらっしゃるということです。 

  それから、１０ページ目と２０ページ目、ダイレクトメールに関するお話ですが、２０年度

以降も同じような形で活動を変えずにやっていく、繰り返しでやっていくということは確実

にスケジューリングされているので、何か必要なものがあれば柔軟に対応していくというこ

とかと思います。 
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  それから、請求書同封のおまとめ請求のところは、確かに少しおまとめ請求のほうが目立つ

なということですが、そうしたデザインの工夫、逆に言うと、マイグレーションの注意喚起の

ほうが目立つ仕組みにもアドバイスをいただいたと考えていますので、少し検討してまいり

たいと考えています。 

  大谷先生、いかがでしょうか。 

○大谷委員  ありがとうございます。ぜひともよろしくお願いいたします。 

○山内主査  どうもありがとうございます。消費者問題もいろいろ出ております。長田委員、

どうぞ御発言ください。 

○長田委員  ありがとうございます。本当に着実に進んでいっているというのは実感して、よ

かったなと思っています。今話題の消費者へのお知らせのところですが、大谷さんが御指摘に

なった封筒の裏側の印刷、こういうものは毎回デザインが変わったほうが、はっと思うと思い

ます。いつものと思ってしまうときちんと読まないと思うので、お金かかるかもしれませんけ

れども、そういう工夫はぜひしていただけたらいいなと思います。 

  それで、あと、今、新型コロナのこういう状況の中で、特に加入電話だけというか、電話だ

け利用していらっしゃるような方々の今の生活を考えると、外とのつながりがすごく少なく

なっていると思います。例えば消費者団体でも、直接集まるというのを控えるなど、総会や学

習会みたいなものがなかなか開催しにくい状況になっています。一方、消費生活センターへの

相談はそれに反して非常に増えているということで、つまりは電話での勧誘がすごく増えて

いるということだと思います。 

  なので、こういうお知らせの仕方に関しては、ステイホーム時代で、何かちょっと不審な電

話がかかってきたときにすぐに相談できる人がいない状況を想定して、マスメディア、テレビ

などでちゃんとそういう情報が伝わるというような何か工夫が今は必要かなと思っています

ので、いろいろやっていらっしゃってとても大変かと思いますけれども、また少し工夫いただ

ければいいかなと思っています。 

○山内主査  ありがとうございます。内田委員、三尾委員、何か御発言ございます？ 

○内田委員  私のほうからは特にございません。ありがとうございます。 

○三尾委員  私のほうも特にございません。ありがとうございます。 

○山内主査  ありがとうございます。それでは、今の長田委員について、徳山さん、お願いい

たします。 

○ＮＴＴ東日本（徳山）  まずデザインの話です。長田先生には以前チラシのほうでユニバー
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サルデザインのお話も頂戴しました。そういうことも含めて、いろいろな専門家の方々、どう

いう表示がいいのかとか、どういうもので訴求がしやすいのかということについてはこれか

らも改善について取り組んでまいりたいと思います。 

  電話勧誘のところですが、我々もこういうことをお送りして注意喚起をするということだ

けではなく、今回の取組にもありましたとおり、消費生活センター様ともっと密に、今の状況

では訪問はなかなか難しいと思いますが、例えば連絡をとりながら、何か問題がありますかと

いうことを聞くなど、確認できる手段は検討していくべきだと思います。そういうことも含め

て、いろいろな媒体をどう使っていくかということは、さらに効果的なものが何かないかとい

うことについて検討してまいりたいと思います。 

  長田先生、いかがでしょう。 

○長田委員  なかなか難しくて、こういうことをお知らせしていくというのはすごく大変だ

と思いますが、特に今回の、ぜひ理解していただきたい方々というのが、やっぱり電話だけで

つながっている方というのを想定していかないといけないので、本当に御近所の方とのおし

ゃべりもできない状態というのが今だと思いますので、ぜひいろいろと工夫をしていただけ

たらいいなと思います。よろしくお願いします。 

○山内主査  どうもありがとうございました。そのほか、御発言のご希望等ございますでしょ

うか。 

  よろしゅうございますか。それでは、議題１、「固定電話網のＩＰ網への移行に向けた取組

状況について」ですが、これにて終了とさせていただきますが、私、伺っている限りは、順調

に進んでいるという印象を受けまして、ぜひともこのペースで進めていただければと思いま

す。 

  それでは、議題（２）のその他というのがございまして、これは事務局のほうから最近の状

況について御説明いただくものでありますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○佐伯事業政策課調査官  事務局でございます。お手元、資料３８－２に基づきまして御説明

させていただきます。直接このマイグレーションの話と関係があるわけではないのですが、こ

の１年間、電話に関して少し関係する議論が行われましたので、御報告申し上げるものでござ

います。 

  １ページおめくりください。２０１８年８月、一昨年になりますが、「電気通信事業分野に

おける競争ルール等の包括的検証」というものを総務省から情報通信審議会に諮問いたしま

して、昨年の１２月に最終答申いただいたところでございます。 
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  実際には、図にございますように、情通審の電気通信事業政策部会の下に特別委員会という

ものを設置させていただきまして、こちらも山内先生にお世話になりながら、その下に３つの

ワーキンググループを設けておりました。その中で、ユニバーサルサービス制度を含めた基盤

整備等に関する政策の在り方等を議論いたします「基盤整備等の在り方検討ワーキンググル

ープ」という中で、電話サービスの持続可能性の確保ということに関して、いわゆるワイヤレ

スによる固定電話の提供というものについて議論がなされた次第でございます。 

  答申の概要といたしましては、下にございますように、当面の対応といたしまして、ＮＴＴ

東西は電話の提供に当たり全ての設備を自ら設置することが義務づけられているが、辺地等

においては極めて不経済となり、「全国あまねく提供」に支障が生じるおそれがある場合があ

ることから、ＮＴＴ東西に対し、携帯電話網を含む他者設備の利用を例外的に認めるための制

度整備を迅速に進めるということと、その例外的な他者設備の利用に当たっては、以下の要件

を満たすことを確認するために認可制を導入するということで、この要件といたしまして、他

者設備の利用を認める範囲について、総務省において基準を明確化すること、安定的なサービ

ス提供のための体制、適切なサービス品質、他者設備の調達における公正環境の確保等を要件

とするというようなことを答申いただいた次第でございます。 

  ２ページになりますが、総務省ではこの答申を踏まえまして、電気通信事業法及び日本電信

電話株式会社等に関する法律の一部を改正する法律案を今年の通常国会に提出いたしまして、

この５月に成立・公布した次第でございます。 

  その主な内容といたしましては、ＮＴＴ法については、ＮＴＴ東西が所要の要件を満たす場

合に限って、総務大臣の認可により、他の電気通信事業者の設備（無線設備）を用いて電話を

提供することを可能とする等の制度整備を行い、また、その裏返しというような形でございま

すが、電気通信事業法の関係では、適格電気通信事業者に対して総務省令で定める技術基準へ

の適合維持を義務づける等の制度整備を行ったところでございます。 

  こちらの法律の公布を受けまして、現在、他者設備の利用が認められる場合の要件等につき

まして、総務省で、例えば電話の提供が極めて不経済となる地理的条件が悪いということです

とか、利用者が特にまばらな地域等において電話を提供する場合などを総務省令で定めるこ

ととして現在検討しているところでございますので、これらを報告する次第でございます。 

  事務局からは以上でございます。 

○山内主査  どうもありがとうございました。集音マイク使うとなかなか言葉がはっきり聞

き取れないという問題があるので、改善されるとよろしいかと思いますけれども。 
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  今の御説明について何か御発言、御希望ございますでしょうか。 

  特によろしゅうございますか。去年の包括検証で、それに関係して法改正ということでござ

いますので、皆様、よく御承知のことかと思います。よろしゅうございますか。 

  ありがとうございました。それでは、最初のほうの円滑化の進展につきましては、本日の議

論を踏まえていただきまして、ＮＴＴを始めとする関係各位におかれましては、引き続き着実

な取組をお願いしたいと思います。 

  本委員会としても、固定電話網のＩＰ網への円滑な移行に向けて、今後も定期的なフォロー

アップを続けていきたいと考えておりますので、皆様、御協力のほどよろしくお願いいたしま

す。 

  これで、本日の議事は全て終了ということになりますが、最後に事務局から次回の日程等に

ついて御連絡をいただければと思います。よろしくお願いいたします。 

○長谷川事業政策課課長補佐  事務局でございます。次回の委員会の日程等につきまして、別

途御案内いたします。よろしくお願いいたします。 

○山内主査  ありがとうございました。 

  それでは、本日はこれで閉会とさせていただきます。どうも御協力をいただきまして、あり

がとうございました。 

 

以上 

 


